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次世代自動車普及目標

○日本再興戦略において、2030年までに次世代自動車の新車販売に占める割合を5割から7割
とすることを目指し、効率的なインフラ整備を進めるとしている。
・基本的な戦略は「次世代自動車戦略2010」を前提。

（⇒2020年までに、新車販売台数に占める次世代自動車の割合を最大50%）

インフラ整備ロードマップ乗用車車種別普及目標
（政府目標）

2020年 2030年

20～50% 50～70%
ハイブリッド自動車 20～30% 30～40%

燃料電池自動車 ～1% ～3%
クリーンディーゼル自動車 ～5% 5～10%

30～50%50～80%

20～30%15～20%

従来車

次世代自動車

電気自動車
プラグイン・ハイブリッド自動車
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インフラ整備の流れ

○ＥＶ・ＰＨＶタウン構想とは、「低炭素社会づくり行動計画」の取組方針にも位置付けられている、
ＥＶ・ＰＨＶの本格普及に向けた実証実験のためのモデル事業

○ＥＶ・ＰＨＶの初期需要を創出するためには、充電インフラ整備や普及啓発などを集中的に行う必要
があることから、ＥＶ・ＰＨＶの普及に先駆的に取り組む自治体をモデル地域として選定

○各ＥＶ・ＰＨＶタウンでは地域企業等とも連携してＥＶ・ＰＨＶの導入、環境整備を集中的に行い、
地域特有の普及モデルの確立を図っており、その普及モデルを日本全国へ展開することを目指す

ＥＶ・ＰＨＶタウン構想の概要

２０１２年度までの動き
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2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

2009年3月
第1期EV・PHVタウン
を8都府県選定

2010年12月
第2期EV・PHVタウン
を10府県選定

ベストプラクティス集Ⅰ・Ⅱの公表
次世代自動車充電インフラ整備促進事業
（平成24年度補正予算事業）

○ ＥＶ・ＰＨＶタウンを始めとした集中的インフラ整備支援

普及モデルの日本全国展開



平成２５年度の対応①

ＥＶ・ＰＨＶタウン構想で抽出された
充電インフラ整備の課題

平成25年度の対応

課題１：計画的・効率的な配備が必要
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○計画的な整備手法が確立されていない

地域の実情をよく把握した自治体の関与をど
のように担保していくか

○地域の特殊事情を把握して、整備計画に
反映していく必要がある

自治体が充電器の設置を効率的、計画的
に配置していくための、１つの考え方を
モデルプランという形で自治体に提示。

次世代自動車インフラ整備促進事業に
おいて、自治体が策定する充電設備設
置のためのビジョンに基づく充電設備
の設置については、補助対象に設置工
事費を加えるとともに、補助率を１／
２から２／３へ引き上げることで、充
電インフラ整備における自治体の関与
を担保。



平成25年度の対応②

ＥＶ・ＰＨＶタウン構想で抽出された
充電インフラ整備の課題

平成25年度の対応

課題２：普通充電器等の整備

○マンション等の集合住宅の場合は、充電
器の設置者（管理者）と使用者（住民）
の利害が一致しないため、設置が困難

○互換性を有し、ユーザーが安心して利用
できる普通充電器の普及が必要

課題３：ユーザーの利便性の確保

○自動車ユーザーが提供を受ける情報のバ
ラツキ

○課金ビジネス
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補助金において、補助対象に設置工事費を追
加することによりインセンティブを付与。

平成24年度に自治体における課金のあり方に
ついて調査を実施済。更なる検討が必要。

補助金において、課金機能などを備えた充
電器については、高機能充電器として、補
助金上限額を引上げることによりインセン
ティブを付与。



経済産業省から自治体等への提供資料
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（１）充電インフラ整備に関するモデルプラン
（２）充電器の適切な設置場所のヒント

（３）ランニングコスト低減に資する充電器

充電設備の配置手法
充電設備の設置場所

ランニングコストの工夫


